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Abstract 
 
In this article, it is revealed how many beneficiaries remember and feel the support action immediate 
phase of disaster of Mt.Usu Eruption and what kind of support they expect after next disaster based 
on the large size data of outpatient survey as beneficiaries after long time later in the sake of 
searching for more appropriate disaster relief action. 
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 はじめに
 
 自然災害は、危機的ストレス、避難ストレス、仮設住宅ストレスや、生活再建ストレスなど多様で多
重なストレスを人々にもたらす。 
 著者は、2000 年有珠山噴火から、我が国の災害救護専門機関である日本赤十字社（以下日赤）の災害
救護活動に関わって、実際的かつ効果的な「こころのケア」を提供するための組織体制の構築について
研究を重ねてきた(1)。 
 
 本研究の目的

災害支援の評価は、本来、その受益者から得るべきものであろうが、現実的には、災害直後の混乱し
た状況の中で災害に見舞われた人々に、系統的な調査を行うことは難しい。この中で、災害から 10 年後
に被災者に現疾患と災害との関連について神戸赤十字病院心療内科が行った研究がある。これによると
10 年を経て患者の 4 割が現疾患と災害との関連があると答え、被害の大きい患者の 7 割が関連ありと答
えたのである(2)。  
それでは、有珠山噴火と現疾患との関連について人々はどのように捉え、災害後に行われた災害支援 
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について人々はどのように受け止めているのだろう。 
 災害からかなり時間が経過した時点で得たデータから災害と現疾患との関連についての受け止め方と
影響要因の分析を行い、さらに時間が長期に経過した後で振り返ってみて受益者は如何に災害支援を評
価しているかを確かめ、今後の災害支援に一つの指針を得ようというのが本研究の目的である。 
 
 有珠山噴火被害の特徴 
 
 2000 年有珠山は、火山性微動の観測から必ず近く噴火すると言う岡田弘教授（当時北海道大学理学研
究科付属地震火山観測研究センター）の予測から、虻田町（現洞爺湖町）の周辺自治体は住民の事前避
難を決意、最大 1 万 6 千名が避難し、3 月 31 日の噴火による死傷者はいなかった。住民の多くは公民館
や学校体育館などで最短 2 週間、最長 5 ヶ月ほどの避難生活を余儀なくされ、更に１年ほどの仮設住宅
生活を送る住民があった。それゆえ住民の多くは危機的ストレスというより避難ストレスに見舞われた
と考えられる。 
 
 調査方法 
 
 調査データ収集の手続き 
 調査は、伊達赤十字病院倫理委員会に付議され、審議の後に許可を得て実施された。調査期間は、2010
年 3 月 23 日から 4 月 2 日であり、看護学生を雇用して、臨床心理士のから指導を受けた後に、外来で診
療待ちをしていたり、会計前にいたりする人々に対し聞き取りによるアンケート調査が実施された。聞
き取りのアンケート用紙は巻末に掲載した。 
 
 調査参加者 
 この研究では、結果的に 1222 名の調査データが得られた。この内、2000 年有珠山噴火を体験したの
は、916 名で、データの欠損のない有効回答数は 740 名であった。患者の家族や付き添いを除いた外来
患者数は、663 名となった。 

 調査結果

 災害と現疾患との関係 
 663 名のうち、現疾患が間接的にでも直接的にでも 2000 年有珠山噴火災害と関係があると回答した外
来患者は 21 名で、全体の 3.3%であった。外来患者で避難生活を体験したのは 172 名で、この中で現疾
患と災害と関係があると答えたのは 15 名で 8.7%、親戚が避難をしたなど、間接的にでも被害があった
と回答したのは 123 名で、そのうち 14 名が現疾患と関係があると答えた。これは 11.4%に相当し、被害
も避難生活も経験したというのは 70 名で、うち 12 名が現疾患との災害と関連を認めこれは 17.1%に相
当する（表１）。 
 χ 二乗検定で検定を行うと、避難所体験のある人とない人(χ2 (1)=21.5  p<0.01)、被害のあった人とな
かった人(χ2 (1)=31.0  p<0.01)、避難所経験も被害経験もあった人とその両方がなかった人(χ2 (1)=49.1  
p<0.01)で、何れも 1%以下で有意な差が認められた。このことは、被害だけでなく避難所体験が、長期
にわたって現疾患と災害との関連を意識させる要因となっていることを示唆する。 
 
 
 
 
 
                                                             （表 1）
 Respondent
Casation of
Illness Rate(%)
Total 633 21 3.3
Evacuation 172 15 8.7
Damaged 123 14 11.4
Evacuation/Damaged 70 12 17.1
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 災害後に受けた支援 
 噴火災害当時、人々が受けた支援について、項目を挙げて重複選択可として回答してもらった。 
 物資の支援、経済的支援、医療支援、自衛隊の支援が多く選択されているが、全体（739 名）では、「何
も受けていない」との回答が、67%で最も高かった。全体では、次いで物資の支援、経済的支援となっ
ている。これに対して避難経験のある 202 名では、物資の支援が 33%で最も高く、次いで何も受けてい
ないが 24%、経済的支援 15%である。避難所に避難した 99 名では 40%が物資の支援、経済的支援 16%、
医療的支援 11%、自衛隊の支援が 7%で、何も支援を受けていないのは 7%と低くなっている（図 1）（表
2）。グラフには示していないが「お話」や「保健師支援」は避難所に避難をした人の 1 割近くが受けお
り、ペットケア、レクリエーション、警察の支援も一定度選択されていることがわかる。 
（図 1）                     （表 2） 
 助かった支援  
 次に、受けた支援の中で助かった支援はどのようなものであったかを尋ねている。これへの回答は自
由回答だった。自由回答なので重複回答もあるが、回答数は 237 であった。これらの回答を内容から幾
つかのカテゴリーに分類した（表 3）（図 2）。 
 暖かい食事、支援物資、経済的支援、お風呂」等を「基本的サービス」、知人の励まし、友人の助け、
知り合いの親切、息子の協力などを「人々とのつながり」、支援、みなさんの好意、励ましを「温かい心」、
役所、保健師、自衛隊を「支援機関」、さらに、「災害の規模」、「情報」、「ボランティア」、「災害後の生
活」、「避難生活」とまとめた。基本サービスが 26%、温かい心が 21%、人のつながりが 18%、支援機関
が 11%などとなっている。 
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 今後あると良いと思う支援 
 また、これも自由回答で、今後あると良いと思う支援について回答を求めた。重複回答は可で、回答
数は、276 であった。 
 「衣食住」の支援が最も多く 19
9%、「災害要支援者への配慮」8%、「これまでと同じで良い」
と続く。 
 ただ数は少なかったが、支援をしてもらうというよりも「してもらうのが当たり前じゃなく（自分で
も）もっとできる」「逆に支援をしに行った」と能動的回答もあった
      （表 4）                   


 ここでは考察点として、調査方法の検討、現疾患と災害体験との関係、有効な災害支援について、を
挙げたい。

 研究方法について
 本研究の目的は、災害支援の受益者による、災害支援の評価によって、より適切な支援を考えようと
いうものである。しかし、受益者を直接特定することは困難なことであり、また、災害被害の影響を知
る意味でも、調査対象を病院に通院する患者とした。ただ、聞き取りの際に予めわかるわけではないの
で、調査対象者に付き添い者や家族も含まれた。結果的に、調査対象者
も受けていないと回答し、受益者は調査対象者の
し方ないことである。 
 また、受診待ち、薬待ち、会計待ちの方々を対象に学生が聞き取って調査を行ったが、特に問題も報
告されることはなかった。聞き取りなので調査漏れが少ないことが期待されたが、有効回答数が回答者
の 80%ということで、予想よりも記載漏れがあったことになり、聞き取り方の指導が更に必要だったと
思われる。 
 何れにしても、10 日間ほどで 1000
うな調査方法は有効であり、今後、更にこの方法で調査を進めて行きたいと考えている。


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%、「避難所関連」12%、「避難命令・指示」に関してが
6%、「経済支援」6%
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 現疾患と災害体験
 現疾患との関わりについて、全患者に対して 3.3%が、10 年前の 2000 年有珠山噴火体験と関連がある
と答えている。これは、阪神淡路大震災の 10 年後調査で 30%が関連ありと答えたことに比べると非常に
低い割合でと言える。ただ、避難生活を体験したり、被害があったり、被害があって避難生活を体験す
るなど、災害による影響を受けた程度が大きくなるにつれて、その割合は高くなり、2 割近くにまでな
っている。つまり、予知によって事前の避難が行われ、そのためにトラウマ体験は少ないと言われた 2000
年の有珠山噴火も、間接的にでも被害があり、避難生活を体験することは、長期に災害と関連を感じる
疾患を抱える割合が有意に高くなる。そして、それは、精神科的疾患ではなく、一般的疾患を含めて関
連を感じるのである。 
 どうしても、災害を PTSD などの精神的疾患や心理的問題との関連で捉えがちだが、身体疾患と災害
との関連を覚えている人も多いという一つの事実が見いだされたと言えるだろう。 

 有効な災害支援
 まず、災害支援を受けたのは、噴火災害を経験した調査対象者の 3 割強であった。それが、避難経験
があったり、避難所での避難経験者の 9 割が災害支援を受けた経験がある。つまり、災害支援は、避難
所に集中する傾向にあることを示す。 
 助かった支援として、物資の支援を 26%が挙げたが、温かい心や人とのつながりという無形なものを
4 割が挙げている。これは、PFA(Psychological First Aid)という見守りや傾聴、必要な支援につなぐとい
う支援の心得の有効性を示すとともに、IASC ガイドライン(3)が、まずは、物資などの基本サービスを第
一に考え、次に人々がつながることを支援するという支援の方向性に関する妥当性を示すように思われ
る。 
 期待する支援としては、やはり物資が第一に挙げられているが、避難所の数や質についての要望と共
に、避難指示・指示が挙げられていた。これは、事前予測が可能であった 2000 年有珠山噴火災害の特徴
ではないかと思われる。注目したいのは、支援を受けるのではなく、むしろ支援をしたし、お互い出来
ることがあるという能動的姿勢である。被災者は病者ではない、また被災者のレジリエンスを活かすと
いうことが昨今言われるようになっている。数は少ないが、この受動から能動へとの意識の変化の萌芽
を活かしていくことは今後の重要な課題なのではないかと考える。 

 まとめ
 
災害に人々はなす術もなく、その猛威にさらされ被害を受ける。なんとか生き残った人々は、そこか
ら自らを立て直していくのである。災害支援は、その後の長い人々の人生にわずかに寄与するに過ぎな
いが、それでもなお、我々にはより良い支援を考える余地が残されている。更なる研究とより適切な実
際的支援の進展が期待される。 
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